
！ 2024年働き方改革における

•••••• 
建設業の2024年問題とは、 『働き方改革関連法』が適用される 2024年4月までに建

設業界が解決しなければならない労働環境問題のことです。

それらの背景には、建設業界の高齢化、労働人口の減少に伴う人材不足で長時間労働が常態

化しているといった労働環境問題の課題があげられます。

| 当社の考え l 
現場での安全や品質・コスト

管理、ICTなど新しい技術の
習得や次世代の人材育成な
ど、将来を見据えた業務を行
うことが本来の現場の役割だ
と考えます。

-公園・緑地活用コンサルタント
・環境に関する調査及び企画

| 現状課題 1 
全業務のうち60%を占め

る書類業務に追われて疲弊
する現場の姿を見た時、一
人で業務を完遂させなけれ
ばならない仕組みそのもの
が課題です。

・建築基準法第12条点検・劣化調査・外壁調査
・建設業働き方改革・施工管理支援業務
・土木工事及び建築工事に関する企画、

設計及びコンサルタン卜
・事務代行業務及びマーケティング戦略の調査研究

及び企画
・情報処理サービス業務及び情報提供サービス
・不動産売買、賃貸、仲介及び管理
・飲食届及び売庖の企画、運営及び経営
・外国人技能実習生に関わる支援事業
・アスベスト含有建材の事前調査
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| 解決策

当社の持つノウハウを活用し、現
場業務を支援することで、技術者の
負担を軽減し、作業の効率化と就労
時聞の短縮を図ります!

工事における施工計画書の作成、
写真データの整理及び処理、
提出書類の作成等、当社の習熟し
た専門スキルを提供することで、
技術者が品質管理や技術の継承な
どに集中する環境をつくれます!

当社は、元横浜市役所建築局で長年公共
施設の設計・工事監理業務に携わってき
た職スタッフが在籍しています。
実績を活かしたノウハウで現場を効率的
サポートします。

お問い合わせは
こちら→


